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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

(現計予算額) 

説            明 

［財源名］ 

【健康福祉政策課】 

 

低所得者自立更生融

資対策費 

 

 

 

 

 

 

 

     915,011 

(73,505) 

 

諸    915,011 

 

 

 

１ 生活福祉資金貸付償還金返還費         915,011［諸］ 

   生活福祉資金の緊急小口資金等特例貸付の貸付原資として交付

された額のうち、令和６年度末までに償還された金額について国に

返還する。 

 

   0  →  915,011 

   特例貸付原資の国庫返還分による増額 

 

 

 

生活保護費 

 

 

        17,104 

(1,227,284) 

 

国     1,275 

 

㊀    15,829 

 

１ 生活保護費負担金              15,403［国、㊀］ 

生活保護法第73条に基づき、居住地がないか、又は明らかでない 

被保護者等につき市が支弁した費用の４分の１を負担する。 

 

155,580  →  170,983 

   実績が見込みを上回ったことによる増額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

(現計予算額) 

説            明 

［財源名］ 

【健康危機管理課】 

 

感染症対策費 

 

 

      1,688,704 

(288,489) 

 

国     △29,167 

 

寄     2,889 

 

繰    △5,673 

 

諸     △8,006 

 

㊀   1,728,661 

 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき、

予防対策、感染症の情報収集および周知、感染症発生時の対応、肝炎治

療など、感染症対策を総合的に推進する。 

 

 

１ 感染症予防対策事業        1,744,640［国、繰、㊀］ 

 

(1) 感染症対策費国庫補助金返還金       1,774,424［㊀］ 

新型コロナウイルス感染症対策の事業費確定に伴う国庫返還 

金を計上する。 

 

0  →  1,774,424 

 

 

医療機関等整備費 

 

     △210,744 

(491,688) 

 

国   △139,086 

 

繰    △4,714 

 

起     △60,900 

 

㊀      △6,044 

 

 

県民に適正かつ質の高い医療を提供するため、医療提供体制の整備 

を図る。 

 

 

１ 医療施設防災対策推進事業         △107,903［国］ 

 

(1) 地域災害拠点病院施設整備事業       △107,903［国］ 

災害拠点病院の非常用自家発電設備の整備や新外来棟の整備 

の経費を補助する。 

 

188,046  →  80,143 

実績が見込みを下回ったことによる減額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

(現計予算額) 

説            明 

［財源名］ 

【健康しが推進課】 

 

難病対策費 

 

 

        85,918 

(2,981,146) 

 

国      31,893 

 

㊀       54,025 

 

 

１ 指定難病特定医療費助成事業             87,556［国、㊀］ 

指定難病の医療費を助成し、難病患者の負担軽減を図る。 

 

2,561,619  →  2,649,175 

実績が見込みを上回ったことによる増額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

(現計予算額) 

説            明 

［財源名］ 

【医療福祉推進課】 

 

地域介護総合確保事

業費 

 

 

△499,227 

     (1,213,361) 

 

国       △654 

 

繰   △498,247 

 

㊀        △326 

 

 

 

 

１ 地域密着型サービス施設等整備事業     △395,720［繰］ 

市町が行う特別養護老人ホーム等の地域密着型サービス施設・ 

事業所の整備に対して補助する。 

 

478,720  →  83,000 

施設運営事業者の公募不調等により、実績が見込みを下回った 

ことによる減額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険推進事業費 

 

 

315,874 

    (20,468,479) 

 

国    △62,734 

 

使    △14,056 

 

財      3,440 

 

繰    △87,149 

 

㊀     476,373 

 

１ 介護保険給付費県費負担金            522,021［㊀］ 

介護サービスにかかる給付費用のうち、県の負担分を市町に対 

 して交付する。 

 

17,070,204  →  17,592,225 

実績が見込みを上回ったことによる増額 

 

 

 

２ 地域支援事業県費交付金           △44,379［㊀］ 

地域支援事業にかかる経費のうち、県の負担分を市町に対して 

  交付する。 

 

697,506  →  653,127 

実績が見込みを下回ったことによる減額 

 

➀ 地域密着型特別養護老人ホーム   １箇所 → ０箇所 

② 特養併設ショートステイ用居室   １箇所 → ０箇所 

③ 認知症高齢者グループホーム    ３箇所 → １箇所 

④ 認知症対応型デイサービスセンター ２箇所 → ０箇所 

⑤ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １箇所 → ０箇所 

⑥ 看護小規模多機能型居宅介護    ３箇所 → １箇所 

補助率：定額 補助対象：市町 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

(現計予算額) 

説            明 

［財源名］ 

【障害福祉課】 

 

障害者福祉対策費 

 

 

45,095 

(2,151,323) 

 

国    △2,251 

 

寄       20 

 

諸     4,631 

 

㊀    42,695 

 

 

１ 重度障害者・児福祉医療事業費        37,763［㊀］ 

 重度心身障害者・児の医療費のうち、県の負担分を市町に対して 

交付する。 

 

補助率：１／２ 補助対象：市町 

 

   1,070,237  →  1,108,000 

   実績が見込みを上回ったことによる増額 

 

 

障害者自立支援費 

         

664,917 

    (13,308,978) 

 

国     178,076 

 

起   △25,900 

 

㊀    512,741 

 

 

１ 障害者自立支援給付費負担金交付事業    352,013［㊀］ 

障害福祉サービスにかかる給付費用のうち、県の負担分を市町 

に対して交付する。 

     

10,114,801  →  10,466,814 

   実績が見込みを上回ったことによる増額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

(現計予算額) 

説            明 

［財源名］ 

【薬務課】 

 

薬事衛生推進費 

 

 

 

△62,913 

(329,582) 

 

国     △34,207 

 

使   △1,375 

 

㊀     △27,331 

 

 

１ 電子処方箋の活用・普及の促進事業   △51,292［国、㊀］ 

電子処方箋活用の推進にあたり、社会保険診療報酬支払基金が 

  実施する医療情報化支援基金（ＩＣＴ基金）補助金を活用し、電 

子処方箋管理サービスを導入した医療機関・薬局に対して、県が 

上乗せして支援することにより、電子処方箋の更なる活用・普及 

の促進を図る。 

 

80,618  →  29,326 

実績が見込みを下回ったことによる減額 
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単位：千円 

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

［財源名］ 

【医療保険課】 

 

国民健康保険健全化 

対策費 

 

 

400,637 

(10,432,501) 

 

㊀    400,637 

 

 

 

 

１ 都道府県繰出金                315,039［㊀］ 

法令に基づき、医療給付費等に要する費用の一部を負担する。 

 

5,585,830  →  5,900,869 

   国民健康保険医療費等が見込みを上回ったことによる増額 

 

 

 

 

後期高齢者医療費等 

対策費 

 

     821,670 

   (18,983,728) 

 

財       8,551 

 

㊀     813,119 

 

 

１ 後期高齢者医療給付費県費負担金（広域連合） 995,909［㊀］ 

   法令に基づき、医療給付費に要する費用の一部を負担する。 

 

   14,477,199  →  15,473,108 

   後期高齢者医療費が見込みを上回ったことによる増額 

 

 

 

 

２  後期高齢者医療基盤安定対策費負担金（19 市町）  △162,348 

［㊀］ 

    低所得者等の保険料軽減相当額に対し一定割合を法令に基づき 

県費負担し、後期高齢者医療制度の財政基盤の安定化を図る。 

 

2,828,690  →  2,666,342 

負担対象額の実績が見込みを下回ったことによる減額 

 

 

 

 

３ 後期高齢者医療高額医療費県費負担金（広域連合）  △19,656 

                            ［㊀］ 

   法令に基づき、高額医療給付費に要する費用の一部を負担する。 

 

   1,506,611  →  1,486,955 

   後期高齢者医療高額医療費が見込みを下回ったことによる減額 
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単位：千円 

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

［財源名］ 

【国民健康保険事業 

特別会計】 

 

普通交付金 

 

 

 

3,542,221 

(86,676,958） 

 

国    △1,808 

 

分     △8,142 

 

繰   482,737 

 

越  2,158,726 

 

諸    910,708 

 

 

 

１ 普通交付金           3,542,221［国、分、繰、越、諸］ 

      市町が行った療養の給付等に要した費用を交付する。 

  

      86,676,958  →  90,219,179 

   国民健康保険医療費が見込みを上回ったことによる増額 
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